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【研究要旨】 

本研究は、日本における新たな食品ベースの食事ガイドラインを作成するための基礎資料を提

供することを目的とし、最適化法を用いて食事摂取量を提示した研究のスコーピングレビューを行

った。 

方法：PubMed、Web of Science、Google Scholarの文献検索データベースから、最適化法を用いて

一般成人の最適な食品摂取量を提案した研究を対象とした。対象者や使用データなどの基本的

特徴、制約条件、最適化の分析方法、結果、限界点に関する情報を抽出し、要約した。 

結果：文献検索データベースから抽出された 898件から、最終的に 40件を分析対象とした。全

体の 45％が環境負荷の軽減を目的に含めていた。食事摂取に関するデータは、国民栄養調査か

らの利用が 65%（n=25）、独自調査からの利用が 35%（n=14）であった。最適化で最も利用されたの

は線形計画法 78%（n=31）で、 包絡分析法を用いたのは 13%（n=5）であった。制約条件に含めた

栄養素数は、中央値 27（最小 1、最大 36）で、対象国内の食事摂取基準を参照した研究が最も多

かった（47%, n=28）。制約条件には、環境負荷の指標として温室効果ガス排出量（43％）が最も多

く、次いで食品価格（35％）であった。限界点として制約条件のトレードオフが記載されていたの

は、食品と栄養素（45％）、食品・栄養素と環境（25％）、食品・栄養素と価格（13％）であった。 

考察：本結果から、目的に環境負荷の軽減を含めた研究が 5割近くみられたことから、この課題が

重要視される傾向がみられた。対象研究では国民栄養調査の利用が多く、国民の平均的な食事

摂取量の最適化を図るためには有用なデータである。最適化の手法においては、線形計画法が

最も多く使用されていたが、非線形の関係を考慮した他の手法や併用も積極的に利用可能なこと

が示された。包絡分析法を用いた研究では、相対的に効率的な食品の構成に焦点を置いた食事

が提案された。現時点では研究はそれほど多くないが、今後の利用増加が予想される。いずれの

最適化法も、実現性を高めることに重点をおいていた。同時に、制約条件のトレードオフは重要な

考慮事項であった。実現性を踏まえた上で、どの制約条件の優先度を上げるか、研究目的によっ

て特徴がみえた。 

結論：本レビューは、ある条件下の最適な食品摂取量を示した研究の全体像を明らかにした。今

後、最適化された食事の実装とその効果に関するさらなる研究が必要である。 

A. 背景と目的

2025年 4月から使用が予定されている「日

本人の食事摂取基準（2025年版）」は、エネル

ギーと各栄養素の基準値が示されているが、

この基準を満たすための具体的な食品とその

摂取量についてはまだ示されていない。健康

日本 21(第三次) が示す「栄養・食生活」６つ

の目標を達成するためにも [1]、適切な食事
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ガイドを通して、全ての世代で国民が健康的

な食品選択ができることが期待される。 

ドイツでは、国民に適切な食事摂取量を示

す食事ガイドラインにおいて、最適化アルゴリ

ズムを用いた[2]。最適化法は、ある目標達成

のために、複数の制約（条件）の中から最も良

いものを選び出すための数学的な手法であり、

幅広い制約に対応する手法と特定の制約に

合わせた手法に分類できる[3]。最適化法の中

で代表的な手法のひとつである線形計画法は、

特定の制約に合わせて最適な解が算出される

手法である。Okubo et al.(2015) [4] は、日本

の成人において、栄養目標を達成するための

最適な食事摂取パターンを、線形計画法の最

適化モデルを用いて設計した。また、線形計

画法の考え方を応用した包絡分析法(Data 

Envelopment Analysis, DEA)は、評価対象の

相対的効率を測定するための手法で、複数の

入力と出力の間の相互作用を捉えることがで

きる[5]。日本では、食事の文化的受容性や栄

養価が高く、価格が手ごろで、環境負荷が少

ない食事の探索を目的として包括分析法を用

いたモデルが実証された[6]。 

このように、最適化法を用いて適切な食事

摂取量を示す研究が複数発表されている中で、

これらの研究をレビューした研究が存在すれ

ば、日本人の適切な食事ガイドを作成する手

法として、この最適化法が有用であるかを検討

するための基礎資料となると考えられる。しか

し、調理済み食品[7]、低栄養[8]、価格[9, 10]

を考慮した適切な食品摂取量を算出する方法

論の中で最適化法（主に線形計画法）につい

て記載されたレビューはあるが、食品摂取量を

示す目的として最適化法を用いた研究の特徴

を整理した報告は、調べた限りでは見られな

い。また、食事の美味しさや実現可能性など、

最適化法の考慮すべき点を整理することで、

本手法を用いる際に対応策の検討が可能に

なる。 

そこで本研究は、最適化法を用いて最適な

食品摂取量を示した研究の目的・対象、制約

条件、結果、限界点をレビューすることを目的

とした。。 

B. 方法

本研究では、最適化法を用いて最適な食品

摂取量を示した研究を網羅的に概観するため、

バイアスリスクの評価などを行わないスコーピ

ングレビューを行うこととした。

本研究では個人情報を扱わないため、「人

を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針」に該当しない。 

１．文献検索 

文献検索データベースは、PubMed、Web of 

Science、Google Scholar を用いた。研究

者 2 名が独立して 2024 年 5 月 30 日から 6

月 3 日の間に検索し、結果の一致を確認し

た。PubMed 及び Web of Science の検索式

は表 1、Google Scholar の検索設定は表 2

に示す。包絡分析法は、従来の最適化法を

展開した手法のため、文献検索においては、

検索式を別に行った。 

次に、タイトルと要旨を確認する 1 次ス

クリーニング、原文を確認する 2 次スクリ

ーニングを順に行った。1次、2次スクリー

ニングとも、以下の条件を基に研究を抽出

した。1 次スクリーニングは研究者 2 名が

独立して 2024 年 6 月 7 日から 7 月 23 日ま

で実施し、2 次スクリーニングは研究者 1

名が 2024年 8月 7日から 2025年 1月 29日

まで実施し、別の 1名が確認を行った。 

① 最適化法（Optimization）、または包絡

分析法（Data Envelopment Analysis）

の利用

② 最適な食品摂取量を提案する目的

③ 健康の維持増進、及び疾患予防のため

の食事
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④ 18歳以上の一般成人対象（妊産婦、お

よび療養患者は含まない）

⑤ 英語の原著論文

２．分析方法 

得られた情報を基に、以下の内容で整理

した。 

１）対象文献の基本情報

対象文献の基本情報を把握するため、研

究実施国、目的、対象者、利用データを整

理した。利用データは、調査の種類（国を

代表する栄養調査[以下、国民栄養調査とす

る]または国以外の機関が行う独自調査）、

調査年、食事調査法に分類した。対象者の

年齢について、65歳以上を含めた文献の合

計数と全体に対する割合を算出した。 

２）分析方法と制約条件

最適化法と包絡分析法の分析方法、お

よび制約条件を分類した。また、選択した

分析法に基づき、どのような項目を制約条

件として含めたかを調べた。項目は、環境

負荷（温室効果ガス排出量、水・土地・化

石燃料の使用量）、食品価格、食事摂取（現

状のエネルギー摂取量、推奨エネルギー量、

統一のエネルギー摂取量、特定食品・栄養

素）に分類した。分類した項目については、

該当数と全体に対する割合を算出した。 

３）制約条件に含めた栄養素と基準値設定

のための参照先 

健康的な食事とするために制約条件に含

めた栄養素数をまとめた。また、栄養素摂

取量の基準値の参照先を、研究実施国の食

事摂取基準、食事ガイドライン、健康的な

食事指標（インデックス）、政府機関からの

出版物、国連機関からの出版物、学術機関

からの出版物に分類した。栄養素数は中央

値、最小値、最大値を算出した。分類した

項目については、該当数と全体に対する割

合を算出した。 

３）摂取量を提示した食品数、結果の概要、

最適化条件のトレードオフ 

 摂取量を提示した食品数を示し、結果の

概要を示した。食品数は中央値、最小値、

最大値を算出した。最適化した食品摂取量

を男女別、及び世代別に提示した有無を調

べた。なお、1 つ以上の世代別に分析して

いる研究は、世代別とした。 

 最適化法または包絡分析法に関する限界

点として、分析過程で生じた最適化条件の

トレードオフに関して以下のように分類し

た：食品と栄養素、食品・栄養素と価格、

食品・栄養素と環境。 

C. 結果

１．対象研究 

検索式で抽出された文献 898 件（PubMed 

547 件、Web of Science 337 件, Google 

scholar 14件）から重複文献を除外し、765

件で 1 次スクリーニングを実施した。対象

文献の基準を満たさない 578 件を除外し、

178 件を 2 次スクリーニングした結果、最

終的に 40件を分析対象とした（図 1）。 

２．対象研究の基本情報 

 実施国は、全体に対して 70%（n=30）が欧米

であった。研究の目的の中で、健康的な食事

に加えて環境負荷を含めた研究が 45%(n=18)

みられた。自国の食事ガイドの作成資料とした

のは、7.5%（n=3）だった。対象者は中央値

1,711名（最小：31名、最大 37,687名）を対象

とした。65歳以上の高齢者を含んだ研究は

53%（n=21）であった。分析に用いた食事摂取

量のデータは、国民栄養調査からの利用が
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65%（n=25）、独自調査からの利用が 35%

（n=14）であった。これらの調査の中で、食事

記録法 50%（n=20）、24時間思い出し法 43%

（n=17）、 食物摂取頻度調査票（FFQ: food 

frequency questionnaire）18%（n=7）、食事歴法

2.5%（n=1）によって食事調査が行われた（3件

の併用を含む）。FFQは、24時間思い出し法

との併用の国民栄養調査 1件以外、独自調査

での利用であった。 

３．分析方法と制約条件 

 従来の最適化法で用いられたのは、線形

計画法 78%（n=31）、非線形計画法 10%（n=4）、

二次計画法 10%（n=2）、階層的クラスタリン

グ分析 2.5%（n=1）であった。このうち、線形計

画法に加えて非線形計画法、二次計画法、ま

たは階層的クラスタリング分析を併用した

ものが各 1 件みられた。包絡分析法を用い

たのは 13%（n=5）であった。栄養素摂取量以外

で考慮された制約条件は（複数選択を含む）、

温室効果ガス排出量 43%（n=17）、水・土地・

化石燃料の使用量 7.5%（n=3）、食品価格 35%

（n=14）であった。総エネルギー摂取量に関し

て、対象者の現状摂取量を考慮したものが

48%（n=19）、推奨量としたのは 38%（n=15）、そ

の他 2000 kcal/日または 2500 kcal/日で摂取

量を統一したものが 15%（n=6）みられた。 

４．制約条件に含めた栄養素 

 制約条件に含めた栄養素数は、中央値 27

（最小 1、最大 36）であった（表 5）。栄養素の

種類と基準値は、対象国内の食事摂取基準を

参照した研究が最も多く（47%, n=28）、次いで

世界保健機関（WHO: World Health 

Organization）や国際連合食糧農業機関

（FAO: Food and Agriculture Organization of 

the United Nations）などの国連機関の出版物

であった（17%, n=10）（図 2）。 

５．分析結果及び制約条件のトレードオフ 

提示された食品数は中央値 23（最小値 5、

最大値 126）であった。食品摂取量を男女別に

示したものが 45%（n=18）、世代別に示したもの

が 23%（n=9）であった（併記含む）。全体を通し

て最適化されたモデルの下で食品摂取量が

示されたが、全ての制約条件を適切に満たす

ことの限界点を記載した研究は 78%（n=31）で

あった。制約条件のトレードオフとして特にあ

げられたのは、食品と栄養素数が 45%(n=15)、

食品・栄養素と価格が 13%（n=5）、食品・栄養

素と環境が 25%（n=10）であった（併記含む）。 

D. 考察

本研究のレビューより、ある条件下の最適な

食品摂取量を示すには、最適化法（特に線形

計画法）及び包絡分析法のモデルが有用であ

ることが示唆された。ただし、制約条件がトレー

ドオフになる可能性も考慮する必要がある。 

 7割が欧米からの報告であり、目的に環境負

荷を含めた研究は 4.5割であった。地球環境

に配慮した食事への対策は、グローバルレベ

ルで関心の高い課題である[11, 12]。本結果

から、環境負荷を軽減する食事に関する研究

は、欧米を中心に進んでいる可能性がある。

食事摂取のデータについては、国民栄養調査

からの利用が 6割を超えていた。各国で調査

方法は異なるが、各世代の分布が比較的均等

に収集され[13]、国内の平均的な食事摂取量

の情報が得られる国民栄養調査の 2次利用は、

最適化された食事の一般化を目指すためには

有用である。食事記録法及び 24時間思い出

し法の食事調査法の利用の傾向は、諸外国の

国民栄養調査を調べたレビュー研究と同じで

あった[14]。ＦＦＱは限られた食品数から摂取

量を推定する点で限界点はあるものの、比較

的簡易に妥当性のある摂取量が推定できるの

で[15]、独自調査に有用である。 

 分析で用いられたのは、線形計画法が約 8

割と最も多かった。線形計画法は、線形の関

連であることを前提に、比較的容易に定式化

して最適解を求めることができる[16]。しかし、
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非線形の関連を含む場合は近似的な解となる

ことがある。非線形計画法を用いた 4つの研究

は、制約条件と食事摂取量の最適化に非線

形の関連を仮定したことになる[17-20]。また、

最適化法は、受容性を考慮した制約条件を含

まない場合、最適化した食事は実現性の低い

食品項目で構成される可能性がある[21]。今

回の調査で対象者における現状の総エネル

ギー摂取量を保つことを制約条件に含めた研

究が約半数みられたことから、受容性を考慮

することの重要性が示唆された。 

一方で、包絡分析法を使用した５つの研究

は、総エネルギー摂取量を 2000-2500 kcal/

日に統一し、ある条件下で相対的により効率

的な食品または栄養素の構成に焦点を置いて

いた[21-24]。包絡分析法は、実現性が高く文

化的受容性が高い食事であることを前提に分

析されるため、現状の総エネルギー摂取量を

考慮した制約条件を設けなかったと考えられる。

包絡分析法は、効率的な評価対象単位

（DMU：Decision Making Unit）、ここでは食事

（食品・栄養素の構成）を比較基準として、非

効率な食事が現在よりも同程度かより健康的

で他の条件にも近い食事が示される[21]。  

 また、分析に限らず食品価格は 3.5割程度

の研究が考慮しており、実現性を高めるため

には重要な項目である。所得や家族構成によ

って受入れ可能な価格は異なるため、対象者

に合わせた価格なのか、国内の平均的なデー

タから設定された価格なのか、注意が必要で

ある。 

 制約条件として環境負荷を用いた半数の研

究の中で、温室効果ガス排出量を用いた研究

が最も多く、次いで水、土地、化石燃料の使用

量であった。EAT ランセット委員会が示した環

境負荷の指標にもこれらが含まれており、近年

重要視されている[11]。EAT ランセット委員会

は、環境負荷の少ないプラネタリーヘルスダイ

エットを示し、総摂取エネルギー2500 kcal/日

に基づき、牛肉などの赤肉を主とする動物性

食品の摂取量を抑え、砂糖や精製穀物を削減

し、植物性食品を中心とした食品構成になっ

ている。プラネタリーヘルスダイエットと 2型糖

尿病の発生率の低さと関連していたことや、が

んや心血管疾患の発生率が少なかったことが

示された[25]。一方で、動物性食品が少ないこ

とによる必要栄養素の摂取不足が懸念されて

いる。最適な食品の組合せや摂取量を示すた

め、最適化法が利用されていると考えられる。 

 制約条件に含めた栄養素数は、主に対象国

の食事摂取基準が主であった。食事ガイドライ

ンや政府機関からの出版物は、食事摂取基準

とも関連していることから、重要な参照先であ

ることが分かる。また、WHOやFAOなどから出

版されたビタミン、ミネラル[26]やアミノ酸[27]、

脂肪酸[28]、糖類[29]の摂取に関する情報は、

国内の食事摂取基準を補足する資料として有

用である。本対象研究で健康的な食事指標と

して利用されていたのは、PRIME (Preventable 

Risk Integrated ModEl)[30]、NRF (Nutrient 

Rich Food Index) 9.3[31]、NRD (Nutrient Rich 

Diet) 9.3[32], 15.3[6, 33, 34]であった。いずれ

も、食事の総合的な栄養バランスを評価する

ための指標であり、諸外国の食事とも比較しや

すいことが利点である。 

 本対象研究では、示された食品数の中央値

は 23であった。特定の食品に焦点をあてた研

究は少ないなど、研究目的によって示す食品

数は異なるはずである。結果として示す食品

数、および栄養素を含む制約条件に入れる項

目数が多い場合は、分析が複雑になり、モデ

ル化が難しくなると予想される。本研究結果の

食品数の最大値 126が、結果の解釈をする上

でも現実的な上限値と考えられる。対象研究

では、最適化した食品摂取量を男女別に提示

したのは全体の 4.5割でやや多く、世代別は

約 3割とやや少なかった。男女別、及び世代

別の制約条件を設けることに加え、食事の特

性を踏まえた最適化の食品摂取量を示すこと

は、今後の実装の点から重要である。また、制

12



約条件のトレードオフも重要な検討事項である。

必須とする制約条件を狭めると、他の制約条

件が満たし難くなる傾向にある。また、実現可

能性を重視する場合は、現在の食事からの改

善の程度が低くなる可能性もある。最適化を検

討する際は、制約条件のトレードオフは発生

することを前提とする必要がある。 

本研究は、対象者個々の食事摂取量のデー

タを用いた最適化法の分析方法と結果につい

て整理した。研究によっては、国内の家計調

査[35]や、FAO（国際連合食糧農業機関）が

提供する、諸外国の食料需給に関する包括的

なデータベースなどを用いて平均化した食事

摂取量のデータを用いた研究も存在する[36]。 

ただし、性別や世代別などの対象者の特徴に

沿った食事ガイドラインを作成するためには、

対象者の基本情報の整理を含めた本レビュー

が重要な資料となる。 

しかし、本研究にはいくつかの限界点が存

在する。１つ目は、選択バイアスである。2名の

研究者によって確認を行ったものの、対象研

究の見落としは否定できない。また、検索デー

タベースが 3種類に限られたことも、抽出研究

が限定された可能性がある。２つ目は、本研究

は、 食事の最適化に関する研究について包

括的に理解するためにスコーピングレビューを

用い、対象研究の質的な評価は加味しなかっ

た。今後、システマティックレビューや、最適化

の食事の効果についてのメタアナリシスが必

要となる。３つ目は、本研究によって最適化さ

れた食事の実現性の程度は明らかにされなか

った。実装化のためには、科学的根拠に基づ

く介入を日常の食事として実施するときの阻害

要因や促進要因の検証が必要である。 

E. 結論

本研究により、食事の最適化に用いる手法

は線形計画法が最も多く、包絡分析法は現在

の食事や食文化を保ちながら環境への負荷を

抑制させることを重視した研究に用いられてい

たことが明らかになった。 日本の新たな食品

ベースの食事ガイドライン作成のためには、目

的を明確化し、最適化の手法を決定すること

が重要である。 
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表 1 文献データベース（PubMed、Web of Science）の検索式と抽出文献数 

検索式 
PubMed 

抽出件数 

Web of 

Science 

抽出件数 

(food OR dietary OR intake) AND ("diet optim*" OR "optim* 

diet" OR "food optim*" OR "optim* food" OR "linear 

programming" OR "data envelopment analysis") 

フィルター：Full text, Humans, English

547 337 

表 2 文献データベース（Google Scholar）の検索設定と抽出文献数 

検索の詳細設定 最適化法 包絡分析法 

語順も含め完全一致* “diet optimization” “data envelopment 

analysis” 

いずれかのキーワードを含

む 

“food” “diet” “optimization” “food” “diet” 

“optimization” 

含めないキーワード “economic” “economic” 

言語；地域；最終更新；サイ

トまたはドメイン；検索対象

の範囲

英語；全て；指定なし；.edu；そ

のページのリンク内 

英語；全て；指定な

し；.edu；そのページのリ

ンク内

抽出件数 5 9 

図 1. 対象文献選定の流れ

除外
1. 分析が最適化法または包絡分析法ではない

（n=466）
2. 最適な食品摂取量を提案する目的ではない

（n=111）
3. 一般成人対象*ではない（n=2）
4. レビュー論文（n=8）

文献データベース (n=898: PubMed n=547, Web of Science n=337, 
Google Scholar n=14)

1次スクリーニング (n= 765)：タイトル、要旨

2次スクリーニング (n=178)：原文

除外
重複論文(n=133)

除外
1. 対象者情報が記載されていない（n=35）
2. 一般成人対象*ではない（n=79）
3. 18歳未満を含み、年齢別の分類がない（n=14）
4. レビュー、短報論文（n=10）

分析対象 (n=40)

*一般成人は18歳以上で、妊産婦、及び療養患者は含まない。
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表 3 対象研究の基本情報 

食事データ 

著者 実施国 目的 対象者 国民栄養調査 独自調査 調査年 食事調査法 

Alaini et al. 

2019[37] 

マレーシ

ア

がんのリスクを防ぐ低価格

の食事メニューの検討 

19 歳以上（大学学生およ

び教職員）、男女 100 人 
調査名なし 2007 食事記録法 

Brinket al. 2019[38] オランダ
健康的で環境負荷の少ない

食事ガイド作成法の提示 

19–30、31–50、51–69、

70 歳以上、人数不明 a 
DNFCS 2005-12 

24 時間思い

出し法 

Brouzes et al. 

2021[39] 
エジプト

健康的な食事を提示するた

めに栄養素強化食品の必要

性の検討 

19-30 歳、女性 130 人 調査名なし 2016-17 食事記録法 

Clerfeuille et al. 

2013 [40] 
フランス

健康的な食事のための乳製

品摂取に関する提示 
18 歳以上、男女 1171 人 INCA1 1999 

食事記録法

（7 日間食

事日記） 

Darmon et al. 

2006[41] 
フランス

健康的で低価格の食事の提

示 
18 歳以上、女性 476 人 調査名なし 1994 食事歴法 

Donati et al. 

2016[42] 
イタリア

健康的で環境負荷が少ない

適正価格の食事の提示 
18-20 歳、男女 104 人 調査名なし 2012 食事記録法 

Dos Santos et al. 

2018[43] 
ブラジル 健康的な食事の提示 

20 歳以上、男女 25324

人 
NDS 2008-09 食事記録法 

Dussiot et al. 

2022a[44] 
フランス

肉類の摂取量を下げた健康

的な食事の提示 

18-64 歳、男性 564 人

18-54 歳、女性 561 人
INCA3 2014-15 

24 時間思い

出し法 

Gao et al. 2006[45] アメリカ
ビタミン E を最大限に摂取

するための食事の提示 

19-50 歳、男性 1141 人

女性 1196 人

50 歳以上、男性 997 人

女性 1017 人

NHANES 2001-02 
24 時間思い

出し法 

Hallinan et al. 

2021[46] 
アメリカ

未加工食品のみまたは超加

工食品のみを使用した場合

の健康的な食事の提示 

21-59 歳、男女 857 人 SOSIII 2016-17 FFQ 
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Horgan et al. 2016 

[47] 
イギリス

健康的で環境負荷が少ない

食事の提示 
19-94 歳、男女 1491 人 NDNS 2008-11 食事記録法 

Johnson-Down et al. 

2019[48] 
カナダ

健康的かつ適正価格で、食文

化を考慮した食事の提示 

19 歳以上（先住民）、男

女 1387 人 
FNFNES 2011-12 

24 時間思い

出し法 

Kramer et al. 

2017[49] 
オランダ

健康的で環境負荷が少ない

食事の提示 

19-30、31-50、51-69 歳、

男女 3819 人
DNFCS 2007-10 

24 時間思い

出し法（2

日間非連

続） 

Macdiarmid et al. 

2012[50] 
イギリス

健康的で環境負荷が少ない

食事の提示 
19-64 歳、女性 人数不明 NDNS 2000-01 

食事記録法

（食事日

記） 

Maillot et al. 

2010[51] 
フランス

食事摂取基準を満たす食事

の個別提示 
18 歳以上、男女 1711 人 INCA 1999 

食事記録法

（7 日間） 

Maillot et al. 

2011[52] 
アメリカ

脂質と添加糖類由来のエネ

ルギー摂取を減らした健康

的な食事の提示

20-30歳、男性 400人 女

性 377 人

31-50歳、男性 756人 女

性 742 人

51 歳以上、男性 1012 人

女性 1008 人

NHANES 2001-02 

24 時間思い

出し法（1

日間） 

Maillot et al. 

2012[53] 
アメリカ

食塩の摂取基準を厳格に準

拠した食事の提示 

20-30 歳、31-50 歳、51

歳以上、男女 4295 人
NHANES 2001-02 

24 時間思い

出し法 

Maillot et al. 

2013[54] 
アメリカ

ナトリウム、カリウムの適正

な摂取量となる食事の提示
20 歳以上、男女 4295 人 NHANES 2001-02 

24 時間思い

出し法 

Masino et al. 

2023[55] 
ドイツ 

ベジタリアンにおける健康

的で環境負荷の少ない食事

の提示

18-80 歳、男女 人数不

明 b
NVS II 2005-06 

24 時間思い

出し法、及

び FFQ 

Masset et al. 

2009[56] 
アメリカ

がん予防のための食事の提

示

25-65 歳、男性 60 人 女

性 101 人
調査名なし 2006 FFQ 

Okubo et al. 2015[4] 日本 健康的な食事の提示 

30-49 歳、男性 40 人 女

性 45 人

50-69 歳、男性 42 人、女

性 47 人

調査名なし 2002-03 食事記録法 
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Perignon et al. 

2016[57] 
フランス

健康的で温室効果ガスを減

らす適正価格の食事の提示 
18 歳以上、男女 1899 人 INCA2 2006-07 食事記録法 

Sobhani et al. 

2019[58] 
イラン

水の使用量を抑えた、健康的

な食事の提示 

20-64歳、男性 296人 女

性 427 人
調査名なし 2016 FFQ 

Song et al. 2017[59] 中国 
健康的で温室効果ガスを減

らす食事の提示 
18-50 歳、男女 11160 人 CHNS 2004-11 食事記録法 

Verly-Jr et al. 

2023[30] 
ブラジル 

死亡率低下や入院率を下げ

る低価格の食事の提示 

25 歳以上、男女 37687

人 
NDS 2017-18 

24 時間思い

出し法 

Vieux et al. 

2018[60] 

フィンラ

ンド、スウ

ェーデン、

イタリア、

イギリス、

フランス

健康的で温室効果ガスを減

らす食事：欧州 5 か国比較 

18-64 歳、

FINDIET2012 男性 569

人 女性 679 人

Riksmaten 2010 男性 588

人 女性 764 人

INRAN-SCAI-2005 男性

967 人 女性 1105 人

NDNS 男性 627 人 女性

751 人

INCA2 男性 930 女性

1323 人

National 

FINDIET 

Survey 2012、
Riksmaten 

2010、

INRAN-SCAI、

NDNS、INCA2 

2005-12 

48 時間思い

出し法、食

事記録法 

Vieux et al. 

2019[31] 
アメリカ 健康的な朝食の提示 18 歳以上、男女 8269 人 NHANES 2011-14 

24 時間思い

出し法 

Zahra et al. 

2023[61] 

インドネ

シア

健康的な食事への支援と具

体的メニューの提示 

30-49 歳、（石油ガス会社

勤務）、男性 31 人
調査名なし 2020 

24 時間思い

出し法、及

び食事記録

法 

Barre et al. 2018[62] フランス 

健康的で温室効果ガスの排

出量を減らし、栄養素の吸収

率が高い食事の提示 

18 歳以上、男性 773 人 

女性 1126 人 
INCA2 2005-07 食事記録法 

Grasso et al. 

2021[63] 
オランダ

高齢者における蛋白質の充

足と温室効果ガス排出量の

少ない食事の提示 

56-101歳、男性 644人 女

性 710 人
LASA 2014-15 FFQ 
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Eustachio Colombo 

et al.2024[64] 

スウェー

デン

健康的で温室効果ガスの少

ない食事の提示 
18-80 歳、男女 1797 人

Riksmaten 

Adults 
2010-11 食事記録法 

Dussiot et al. 

2022b[65] 
フランス

鉄と亜鉛の生体利用効率を

高める健康的な食事の提示 

18-64 歳、男性 564 人

18-54 歳、女性 561 人
INCA3 2014-15 

24 時間思い

出し法 

Kesse-Guyot et al. 

2022[66] 
フランス

健康的で温室効果ガス排出

量の少ない低価格な食事の

提示 

成人（平均 54.5 歳）、男

女 29326 人 

The 

NutriNet-Santé 

study 

2014 FFQ 

Scarborough et al. 

2016[67] 
イギリス

食事ガイドライン作成のた

めの健康的で適正価格の食

事の提示 

19 歳以上、男女 1491 人 NDNS 2008-11 食事記録法 

Nordman et al. 

2023[68] 

デンマー

ク 

温室効果ガス排出量の少な

い健康的な食事の提示 
18-64 歳、男女 2492 人 DANSDA 2011-13 食事記録法 

Heerschop et al. 

2023[69] 
オランダ

蛋白質が充足した温室効果

ガス排出量が少ない食事の

提示 

18-79 歳、男女 4313 人 DNFCS 2012-16 
24 時間思い

出し法 

Kanellopoulos et al. 

2020[32] 
オランダ

健康的な食事ガイドライン

作成ための方法提示 

20-40歳、男性 121人 女

性 206 人

41-50歳、男性 155人 女

性 203 人

50 歳以上、男性 625 人

女性 425 人

NQplus study 2011-13 FFQ 

Mertens al. 

2021[33] 

デンマー

ク、チェ

コ、イタリ

ア、フラン

ス

健康的で温室効果ガス排出

量の少ない食事の提示 

18-64 歳 、 男 女 

DANSDA 1385 人 、

SIPS04 1386 人 、

INRAN-SCAI  1978 人、

INCA2 1713 人 

DANSDA、

SISP04、

INRAN-SCAI、
INCA2 

2003-08 

食事記録

法、または

24 時間思い

出し法 

Mertens al. 

2020[34] 

デンマー

ク、チェ

コ、イタリ

ア、フラン

ス

肉類の代替食品を使った温

室効果ガス排出量の少ない

健康的な食事の提示 

18-64 歳 、 男 女 

DANSDA 1385 人 、

SIPS04 1386 人 、

INRAN-SCAI  1978 人、

INCA2 1713 人 

DANSDA、

SIPS04、

INRAN-SCAI、
INCA2 

2003-08 

食事記録法

または 24時

間思い出し

法 
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Sugimoto et al. 

2022[6] 
日本 

健康的で温室効果ガス排出

量の少ない食文化を考慮し

た低価格の食事の提示 

20-69歳、男性 184人 女

性 185 人
調査名なし 2013 食事記録法 

FFQ: food frequency questionnaire, INCA: Individual and National Study on Food Consumption, NDS: National Dietary Survey, NHANES: National Health and 

Nutrition Examination Survey, NDNS: UK National Diet and Nutrition Survey, DNFCS: Dutch National Food Consumption Survey, NVS II: Nationale Verzehrsstudie II, 

CHNS: China Health and Nutrition Survey, INRAN-SCAI: Italian National Food Consumption Survey, Riksmaten Adults: Swedish dietary survey Riksmaten Vuxna, 

DANSDA: Danish National Survey of Diet and Physical Activity, SISP04: Czech Food Consumption Survey, SOSIII: Seattle Obesity Study III, FNFNES: First Nations 

Food, Nutrition and Environment Study, LASA: Longitudinal Aging Study Amsterdam 
a 1–18 歳も分析対象だが、最適化した食品摂取量を提案したのは 19歳以上であった。実際に対象とした人数が明示されていなかったため、人数不明とし

た。 
b 18-80 歳を対象としたが、最適化した食品摂取量を提案したのは 25-50歳であった。実際に対象とした人数が明示されていなかったため、人数不明とし

た。
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表 4 分析方法と制約条件 a 

環境負荷 
総エネルギー

摂取量 

著者 分析法 
温室効果ガス

排出量 

水・土地・化石

燃料の使用量 
食品価格 現状量 推奨量 その他の量 b 

Alaini et al. 2019[37] LP 

Brinket al. 2019[38] 
LP 

Brouzes et al. 2021[39] 
LP 

Clerfeuille et al. 2013 [40] 
LP 

Darmon et al. 2006[41] 
LP 

Donati et al. 2016[42] 
LP 

Dos Santos et al. 2018[43] 
LP 

Dussiot et al. 2022a[44] 
LP 

Gao et al. 2006[45] 
LP 

Hallinan et al. 2021[46] 
LP 

Horgan et al. 2016 [47] 
LP 

Johnson-Down et al. 

2019[48] 

LP 

Kramer et al. 2017[49] 
LP 

Macdiarmid et al. 

2012[50] 

LP 

Maillot et al. 2010[51] 
LP 
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Maillot et al. 2011[52] 
LP 

Maillot et al. 2012[53] 
LP 

Maillot et al. 2013[54] 
LP 

Masino et al. 2023[55] 
LP 

Masset et al. 2009[56] 
LP 

Okubo et al. 2015[4] 
LP 

Perignon et al. 2016[57] 
LP 

Sobhani et al. 2019[58] 
LP 

Song et al. 2017[59] 
LP 

Verly-Jr et al. 2023[30] 
LP 

Vieux et al. 2018[60] 
LP 

Vieux et al. 2019[31] 
LP 

Zahra et al. 2023[61] 
LP 

Barre et al. 2018[62] LP、NLP 

Grasso et al. 2021[63] LP、QP 

Eustachio Colombo et 

al.2024[64] 
LP、HQ 

Dussiot et al. 2022b[65] NLP 

Kesse-Guyot et al. 

2022[66] 

NLP 
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Scarborough et al. 

2016[67] 

NLP 

Nordman et al. 2023[68] QP 

Heerschop et al. 2023[69] 
DEA 

Kanellopoulos et al. 

2020[32] 
DEA 

Mertens al. 2021[33] 
DEA 

Mertens al. 2020[34] 
DEA 

Sugimoto et al. 2022[6] 
DEA 

LP: Linear Programming（線形計画法） 、NLP: Nonlinear Programming （非線形計画法）、HQ: hierarchical clustering（階層的クラスタリング分析）、QP: Quadratic 

Programming（二次計画法）、DEA: Data Envelopment Analysis（包絡分析法）  
a 条件を含む項目は灰色セルとした。 
b 2000kcal/日: Kanellopoulos et al. 2020, Mertens al. 2020, Mertens al. 2021, Sugimoto et al. 2022 (女性), Heerschop et al. 2023; 

2500kcal/日: Masino et al. 2023, Sugimoto et al. 2022 (男性),  
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表 5 制約条件に含めた栄養素数 

著者 栄養素数 著者 栄養素数 

Alaini et al. 2019[37] 29 Perignon et al. 2016[57] 33 

Brinket al. 2019[38] 36 Sobhani et al. 2019[58] 21 

Brouzes et al. 2021[39] 26 Song et al. 2017[59] 18 

Clerfeuille et al. 2013 [40] 29 Verly-Jr et al. 2023[30] 5 

Darmon et al. 2006[41] 29 Vieux et al. 2018[60] 32 

Donati et al. 2016[42] 9 Vieux et al. 2019[31] 12 

Dos Santos et al. 2018[43] 32 Zahra et al. 2023[61] 14 

Dussiot et al. 2022a[44] 35 Barre et al. 2018[62] 32 

Gao et al. 2006[45] 19 Grasso et al. 2021[63] 11 

Hallinan et al. 2021[46] 22 
Eustachio Colombo et 
al.2024[64] 

31 

Horgan et al. 2016 [47] 24 Dussiot et al. 2022b[65] 35 

Johnson-Down et al. 
2019[48] 

27 
Kesse-Guyot et al. 
2022[66] 

31 

Kramer et al. 2017[49] 30 
Scarborough et al. 
2016[67] 

8 

Macdiarmid et al. 2012[50] 14 Nordman et al. 2023[68] 25 

Maillot et al. 2010[51] 32 Heerschop et al. 2023[69] 1 

Maillot et al. 2011[52] 27 
Kanellopoulos et al. 
2020[32] 

13 

Maillot et al. 2012[53] 27 Mertens al. 2021[33] 18 

Maillot et al. 2013[54] 26 Mertens al. 2020[34] 18 

Masino et al. 2023[55] 27 Sugimoto et al. 2022[6] 18 

Masset et al. 2009[56] 28 中央値 27 

Okubo et al. 2015[4] 28 最小値 1 

最大値 36 

図 2 制約条件に含めた栄養素摂取量の参照先 

全
体
参
照
数(n

=

60)

に
対
す
る
各
参
照
先
の
割
合
（%

）

参照先

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50% n=28

n=4
n=6

n=9 n=10

n=3
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表 5 分析結果及び制約条件のトレードオフ 

分析結果 a 制約条件のトレードオフ a 

著者 食品数 

男女

別 b 

世代

別 結果の概要 食品と栄

養素 

食品・栄養

素と 

価格 

食品・栄

養素と 

環境 

Alaini et al. 2019[37] 12 

がん予防のための食事ガイドライン WCRF/AICR 2007、MDG 2010、および

RNI 2017 を満たす各メニューが作成され、その費用は 1 日あたり 1.97 米ド

ル（1503kcal/日）、2.35 米ドル（1680kcal/日）、2.48 米ドル（1889kcal/日）で

あった。 

Brinket al. 2019[38] 15 

ほとんどの年代別グループにおいて全ての制約（十分なエネルギー量と栄養

素、環境負荷の軽減）を満たす食事ガイドの"Wheel of Five"を基にした食事

を示した。いくつかの食品群では、摂取量が群間で大きく異なった。 

Brouzes et al. 

2021[39] 
19 

NA 果物、野菜、乳製品、肉・魚・卵、伝統食のパスタ等を毎日十分摂取するこ

とで、モデル化した 12 種類の微量栄養素のうち 11 種類が充足する可能性が

あった。栄養素の中でも鉄が最も不足傾向にあった。強化食品の利用は、食

事中の鉄最小値を推奨量の 40%から 60%超に増加させた。 

Clerfeuille et al. 2013 

[40] 
17 

果物と野菜（約 62%増）、でんぷん質食品（約 37%増）、乳製品（約 19%増）

の割合が増加した。植物性食品と乳製品は増やす必要があるが、乳製品の種

類としてはチーズを減らして牛乳とヨーグルトを増やす必要がある。 

Darmon et al. 

2006[41] 
21 

NA 栄養推奨量を価格制約なしに達成する場合、平均的な食事よりも魚、果物、

野菜が増加し、動物性脂肪とチーズが減少した。安価で健康的な食事を目指

すには、ヨーグルト、菓子類、いも類を減らし、加工された果物、油脂と糖

を添加したシリアル、種実類、豆類、果物ジュースなどを増やすことが示さ
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れた。 

Donati et al. 2016[42] 9 

肉と魚の代わりに、植物由来のたんぱく質、乳製品、穀類を増やし、野菜や

果物を十分摂取することで、健康面にも環境面にも配慮した食事となり、価

格の変化も少ないことが示された。しかし、健康な成人において動物性食品

摂取をゼロにする根拠はない。 

NA NA NA 

Dos Santos et al. 

2018[43] 
68 

最適化された食事は、平均的な食事から果物（+92g）、豆類（+64g）、野菜

（+43g）、牛乳（+12g）、魚介類（+15g）、全粒穀物（+14g）の摂取量が増加

し、清涼飲料水（-90g）、米（-63g）、スナック菓子（-14g）、赤身肉（-13g）、

加工肉（-9.7g）の摂取量が減少した。 

Dussiot et al. 

2022a[44] 
45 

肉類摂取 10-50%減にし、果物や野菜、未精製穀類をその分増やすことで健

康的な食事が達成される。50%以上の減少ではそれ以上の食事改善効果は小

さい。 

NA NA NA 

Gao et al. 2006[45] 19 

最適化された食事は、果物と野菜を 11 サービング、種実類を 0.6 サービン

グ含んだ。種実類、果物、野菜摂取量の大幅な増加を要する食事は、多くの

国民にとって実現性が低い。ビタミン E 含有量が高い食品を選ぶことで、α

-トコフェロールの推奨量を満たす可能性が高まる。

Hallinan et al. 

2021[46] 
126 

ビタミン D の基準を緩和した未加工食品のみ、または超加工食品のみの食

事モデルが示されたが、未加工食品のみの食事は、超加工食品を使用した食

事よりも大幅に高価だった。栄養素基準値を満たす食事には、超加工食品を

含む加工食品と生鮮食品の両方を使用する必要がある。 

Horgan et al. 2016 

[47] 
35 

モデル化した食事は、それぞれ温室効果ガス排出量を 15%～27%削減した。

野菜、果物、いも、種実類、朝食用シリアルや穀類全般を増やし、菓子類、

加工肉、酒、白パンを減らすことで、健康面と環境面に配慮した食事が可能

である。
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Johnson-Down et al. 

2019[48] 
49 

貧困層である先住民の場合、価格を上げずに全ての栄養素の基準を満たすの

は困難であった。食物繊維、カルシウム、カリウム、ビタミン D などいく

つかの栄養素を制約条件から外すことで、ある程度健康的で低価格の食事を

達成できる。 

NA NA NA 

Kramer et al. 2017[49] 20 

全ての性・年齢階級で、肉類とくに牛肉を減らすことが環境配慮につながっ

た。アルコール、非アルコール飲料の削減も効果的であった。性、年齢別の

栄養素必要量の違いは、最適化した食事の構成に大きな影響を与えた。 

Macdiarmid et al. 

2012[50] 
82 

制約条件を許容範囲にした場合、52 種類の食品を含む実現性のある食事とな

り、最適化前の食事よりも温室効果ガス排出量は 36%減少した。価格は英国

の平均的な食費と同程度であった。肉類は適量に抑え、乳類は現状の摂取量

とした食事でも健康と環境に配慮することは可能。 

NA NA NA 

Maillot et al. 2010[51] 41 

個々に最適化した食事の半分は、普段摂取する食品の 5%未満が別の食品に

置き換えられた。多くの食事に果物、野菜、穀物、豆類、ドライフルーツ、

無塩種実類、低脂肪乳製品、魚介類が増加した。赤身肉、加工肉、チーズ、

混合料理、塩系スナック類、甘味類は減少した。 

Maillot et al. 2011[52] 8 

エネルギー必要量に対応した食事では、野菜と果物の摂取が重視された。現

状のエネルギー摂取量に対応した食事では、果物、野菜、全粒穀物の摂取量

が多く、精製穀物と肉類の摂取量が少なかった。 

NA NA NA 

Maillot et al. 2012[53] 8 

ナトリウム 2300mg/日の食事は栄養的に適切であるが、現在の食事から大き

く逸脱する必要があった。ナトリウム 1500mg/日の食事は数学的なモデルで

は不可能であった。達成可能なナトリウム量の少ない食事は、果汁、種実類

が非常に多く、穀物と肉類が少なかった。

Maillot et al. 2013[54] 9 

2010 年の食事ガイドラインのナトリウム、カリウム基準値に基づく食事は、

国内の全食品ナトリウム含有量を 10％削減しても、栄養的に適切な食事と

の両立が難しいことが示された。食事量が少ないとカリウムの基準が満たさ
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れず、食事量が多いとナトリウムの基準が満たされない。 

Masino et al. 2023[55] 39 

雑食性の食事では、野菜、穀物、豆類、きのこ、魚の摂取量は、現状と比較

して 63%から 260%増加し、温室効果ガス排出量が減少した。ヴィーガンの

食事を除き、全ての最適化した食事は、現状よりも費用が削減された。 

NA NA NA 

Masset et al. 2009[56] 5 

主要な WCRF/AICR ガイドラインと食事ガイドラインを満たすモデルでは、

現状から過度に逸脱することない食事が示された。全ての栄養素量を満たす

ためには、食品量の大幅な増加と、現状の食事から劇的な変化を必要とした。 

Okubo et al. 2015[4] 23 

各性別・年齢層において、対象栄養素の基準全てを満たす食事のためには、

全粒穀物と低脂肪乳製品の摂取量を大幅に増やす必要があったが、野菜と果

物はほぼ現状のままだった。食塩を含む調味料を大幅に（65〜80％）削減す

る必要があり、目標達成が困難とみられた。 

Perignon et al. 

2016[57] 
8 

温室効果ガス排出量を 30%程度削減した食事では、栄養面と価格面を両方考

慮した食事が可能であった。より高い温室効果ガス排出量の削減には、実現

性の低い食事への移行が必要であった。 

Sobhani et al. 

2019[58] 
6 

現在の摂取量より、穀類を 37%、肉・魚介・豆・卵類を 28%、野菜を 45%

減らし、油脂・菓子類を 8%、果実を 68%、乳類を 99%増やすことで、環境

中の水の使用を半減させ、栄養素の摂取目標も達成できるが、たんぱく質源

は肉類を減らす代わりに豆類を 14%増やす必要があった。 

Song et al. 2017[59] 28 

牛肉、豚肉、魚介類と米が温室効果ガスの発生に寄与している食品であった。

これらの摂取を抑え、肉類は代わりに鶏肉にし、野菜や果物の摂取を増やす

などの食事変更を実施することで、健康面と環境面の両方に配慮した食事を

することが可能となった。 

Verly-Jr et al. 

2023[30] 
25 

現在の野菜と果物の摂取量 166.7 g/日に対し、その量を 216.9～510.2 g/日に

かなり増やすことで、2019 年の死亡者数を 12750～57341 人減少させるとの
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試算結果が示された。この食事変更により食事の価格は若干上昇するが、死

亡数を減らしたことにより社会的な経済効果が見込まれた。 

Vieux et al. 2018[60] 10 

温室効果ガスを減らすには植物性食品の使用を増やし、動物性食品を減らす

必要があることは共通しているが、鶏肉、魚、乳製品のいずれを減らすべき

かの状況は国と性別によって異なっていた。食事の変更によって 62～78%

の温室効果ガス削減が可能であることが示された。 

NA NA NA 

Vieux et al. 2019[31] 31 

現在摂取の少ない乳製品、果物、シリアルの摂取をそれぞれ 10 倍程度に増

やし、菓子パン、朝食用加工肉、加工食品、調理パンの摂取を 0 にすること

で、他の食品の摂取状況をほとんど変更しなくても食事スコアが改善され

た。 

Zahra et al. 2023[61] 55 

NA 現在の摂取では、カルシウム、葉酸、多価不飽和脂肪酸、食物繊維の摂り方

に課題があった。それを改善するための具体的な 14 日間の間食の置き換え

メニューを作成でき、間食によるこれら栄養素の目標値に対する摂取状況は

1～13%から 14～32%に上昇した。 

NA NA NA 

Barre et al. 2018[62] 27 

環境に配慮して健康的な食事にする場合は野菜や果物を増やす一方で、肉類

を 78～87%減らす必要があった。動物性食品をうまく活用しながら健康面・

環境面に配慮した食事とする場合は、肉類の減少を 27～38%の減少に抑える

ことが可能であることが示された。 

Grasso et al. 2021[63] 25 

全粒穀物、種実類、植物性のたんぱく質源を増やしつつ、肉類の摂取量は変

えずに牛肉や加工肉を減らして代わりに鶏肉や豚肉にすることで、たんぱく

質の摂取量やその質を保ちながら温室効果ガスの排出量を 50～60%低下さ

せることが可能となった。 

Eustachio Colombo et 

al.2024[64] 
24 

クラスター分析と線形計画法を合わせた新しい方法により、赤身肉、加工肉、

鶏肉、乳製品等を大幅に減らし、野菜、果物、いも類等を増やすことによっ

て、健康面に配慮しながら温室効果ガスを 43～53%減少させることが可能で
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あることが示された。 

Dussiot et al. 

2022b[65] 
11 

栄養素の基準を満たすための最適化では、赤身肉を減らし、全粒穀物の摂取

を増やすとよいが、フィチン酸などの摂取が増えることで、鉄と亜鉛の吸収

量が低下し、鉄欠乏性貧血の割合が 5%上昇する可能性が示された。吸収率

の考慮は最適化に必要であると考えられた。 

Kesse-Guyot et al. 

2022[66] 
23 

ベジタリアンの食事は環境面も健康面も配慮できた食事であることが示さ

れた。肉類を摂取する場合でも、1 週間に 1 サービング程度まで減らし、野

菜、果物、未精製穀物、豆類を増やすことで、健康的な食事で、価格と環境

面にも配慮された食事として示された。 

Scarborough et al. 

2016[67] 
5 

穀類などの主食を 69%、野菜や果物を 54%増やし、豆・魚・卵・肉類など

のたんぱく質源を 24%、乳製品を 21%、高脂質糖質類を 53%減らす食事を

することで、健康的な食事となり、価格は現在からほとんど変わらないこと

が示された。 

Nordman et al. 

2023[68] 
25 

ナッツを 230%、パンを 75%、卵を 47%増やし、赤身肉、ソフトドリンク、

酒類を 90%、動物性脂肪を 76%減らすなどによって、健康も環境にも配慮

した食事が示された。肉類に関しては、牛肉の代わりに豚肉と鶏肉を摂取す

ることで、栄養素は充足することが示された。

Heerschop et al. 

2023[69] 
28 

現在たんぱく質摂取量は、推奨量の 1.4～2.2 倍と十分にあることが示され

た。食事スコアの値と温室効果ガス排出量はトレードオフの関係にあり、現

在の摂取量からの変更を 33%以内とした場合、温室効果ガス排出量は 12～

16%減少し、たんぱく質は十分に摂取できることが示された。 

Kanellopoulos et al. 

2020[32] 
65 

DEA 法は、栄養素の摂取を最適にする食品を提案可能な方法であることが

示された。各性年齢集団で増減すると効果的な食品は異なっていたものの、

野菜と果物はすべての性年齢集団に共通していた。 

NA NA NA 
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Mertens al. 2021[33] 20 

栄養素の摂取量を最適化するだけでは温室効果ガス排出量はあまり変化し

なかったものの、温室効果ガスを減らすことを優先したモデルでは、赤身肉

を卵、鶏肉、魚、乳製品等に置き換えることで、NRD15.3 スコアは 9%上昇

し、温室効果ガスは 21%減少することが示された。 

Mertens al. 2020[34] 15 

肉の摂取量を減らして果物、野菜、豆、全粒穀物等の植物性食品の摂取量を

増やすことで、温室効果ガスの排出量は抑えられることが示された。一方で、

代替肉食品を使うことで、現在の食事からの類似性を保ちながら、温室効果

ガスの排出量を同程度に抑えられることが示された。 

Sugimoto et al. 

2022[6] 
30 

全粒穀物、果物、乳製品、豆類の摂取量を増やし、赤身・加工肉、菓子類、

酒類、ソフトドリンク、調味料の摂取量を減らすことで、NRF15.3 スコアが

8～10%上昇し、温室効果ガスの排出量が 10～13%減少することが示された。

ただし、それぞれの改善割合は、単独で最適化した場合よりも低下していた。 

平均（最小、最大） 
23 (5, 

126) 

WCRF/AICR: World Cancer Research Fund/ American Institute for Cancer Research, MDG: Malaysian Dietary Guidelines, RNI: Recommended Nutrient 

Intake, NA: not available 

a 条件を含む項目は灰色セルとした。 

b 男性のみ、または女性のみの対象者は NA とした。 
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